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Ⅰ．研究の背景と問題意識
１．児童家庭支援センターの現状
児童家庭支援センターは、児童福祉法第 44
条の２に規定された相談機関である。1997 年
の児童福祉法改正で制度化された。児童家庭支
援センター設置運営要綱（以下、「運営要綱」）（厚
生労働省	2016 ａ）により運営されている。
運営要綱で定められた職員は所長以下、相談
員２名、心理療法職員１名の計４名であり、次
の５つの事業が業務としてあげられている。す
なわち、（１）地域・家庭からの相談に応ずる
事業、（２）市町村の求めに応ずる事業、（３）
都道府県又は児童相談所（以下、「児相」）から
の受託による指導、（４）里親等への支援、（５）
関係機関等との連携・連絡調整、である。
現在、児童家庭支援センターは全国で 118 ヵ
所（2017 年 4 月 1 日現在）に設置され、その
うち 91 か所（77.1%）は法人施設へ併設されて
いる。地域の相談機関として、年間約 3万件の
相談に応じている。
児童家庭支援センターは、児相の補完機能を
果たす児童福祉施設（相談機関）として設けら
れたが、その活動はあまり知られていない現状
にある。また、全体として運営要綱に沿った活
動が必ずしも展開されていないことが明らかに
されている（藤田他，2015）。
２．問題意識
児童虐待相談の激増を背景に、2004 年に児
童福祉法が大幅に改正され、子どもと家庭の相
談の業務の一義的窓口が市町村へ移行された。
それに関連して、在宅支援の要の組織として市
町村に要保護児童対策地域協議会（以後、「地
域協議会」）が設置された。さらに 2008 年に児
童福祉法が改正され、児童家庭支援センターを
規定した条文も改正された。その結果、2009 年
に運営要綱が改正され、児童家庭支援センター
は子どもと家庭からの相談の中でも「専門的な
知識及び技術を必要とする」相談に応ずること
へと変更されるとともに、それらの相談窓口で
ある市町村への技術的な援助が業務に加えられ
た。さらに、2011 年には里親等への支援も業務
に加えられた。このように、児童福祉法の改正
等に伴って、児童家庭支援センターの位置づけ
と役割は変更されてきた。
2013 年に筆者らは、A市において児童家庭
支援センターの新設を準備するにあたり、児童
家庭支援センターの活動の在り方を検討した。
その一環として全国の児童家庭支援センターを
対象とした、アンケートによる活動実態調査を
実施した（藤田他，2015）。
さらに、2015 年には、児童家庭支援センター
による地域協議会の登録ケースへの取組状況
や、市町村が対応している児童虐待をはじめと
する困難ケースへの支援等についてのアンケー
ト調査を実施した（藤田他，2017）。
本稿は、以上の２つのアンケートの結果につ
いて、地域協議会へ焦点をあてながら改めて分
析したものである。その中で、児童家庭支援セ
ンターの市町村支援における専門性についてさ
らに検討を進める。
Ⅱ．先行研究
2009 年の運営要綱改正後に行われた全国の
児童家庭支援センターを対象とした実態調査に
関する研究は、崔（2012）と山根・横山（2017）
であり、それ以外は本稿で取り上げる藤田他
（2015）、藤田他（2017）である。崔（2012）は、
市町村との関係からみられる児童家庭支援セン
ターの機能について６点を考察し、その中には
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「要支援・要保護的支援」を挙げている。山根・
横山（2017）の研究では、ソーシャルワークに
関する支援行動の意識を高めるための必要な態
度に関しての調査を行っている。
それ以外に、兵庫県児童家庭支援センター連
絡協議会調査研究部（2016）が、兵庫県内の児童
家庭支援センターが児相から指導委託されたケー
スの実態調査を行い、その中で受託したケース
の地域協議会管理の状況について報告している。
Ⅲ．目的
本稿は、次の３点を明らかにすることを目的
としている。
①児童家庭支援センターの、地域協議会への関
与について明らかにする。
②児童家庭支援センターの、地域協議会の登録
ケースへの取り組み状況を明らかにする。
③市町村が取組むケース支援への、児童家庭支
援センターによる援助の実際を明らかにし、
児童家庭支援センターの市町村支援に関する
専門性について考察する。
Ⅳ．方法
2013 年と 2015 年に筆者らが行った２つの調
査（以下、「2013 年調査」および「2015 年調査」
とする）から、本稿の目的に関連するデータを
基にして考える。２つの調査の対象と方法等は、
以下のとおりである。
１．2013年調査
調査期間：2013 年８月から９月末
対象：2012 年度に実績のある全国 91 ヵ所の
児童家庭支援センターとした。
方法：アンケート調査票を作成し、返信用封
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筒とともに郵送した。同意の上で、記
入と返送をお願いした。調査票は、（1）
児相、市町村、児童家庭支援センター
のケース対応の棲み分けについて、（2）
市町村の求めに応じて行う技術的助言
および援助の内容、（3）里親等への支
援の内容、（4）地域協議会への関与の
状況、を内容とした。
本稿では、（4）の調査結果を再分析し、それ
を基にして考察を加える。
２．2015年調査
調査期間：2015 年７月から８月末
対象：2014 年度実績のあるセンター 104 ヵ
所とした。
方法：アンケート調査票を作成し、返信用封
筒とともに郵送した。同意の上で、記
入と返送をお願いした。調査票は（1）
2014 年度に対応した相談ケースと地
域協議会との関係、（2）児童虐待ケー
スへの支援の内容、（3）児童虐待ケー
スへの支援における、児童家庭支援セ
ンターによる「有利な点」と「困難な
点」、（4）市町村への援助の具体的内容、
（5）児相からの指導委託の実際、（6）
里親支援の内容、を内容とした。
本稿では、（1）と（4）の調査結果を再分析して、
考察を加える。
３．倫理的配慮
上記２つの調査は、聖隷クリストファー大学
の倫理委員会の承認を得て行った（承認番号
15018・17042）。調査を行うにあたっては、対象
センターに対し、機関や個人を特定することな
く結果の処理を行うこと等を記した説明文を添
え、同意の上での回答を求めた。
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Ⅴ．結果
「Ⅴ	結果」においては、児童家庭支援センター
を「センター」と表記する。
１．2013年調査
回答は、79 ヵ所のセンターからあり、回収
率は 86.8％であった。地域協議会の３つの会議
（代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議）
のうち、いずれかの会議にひとつでも参加して
いるセンターは 78 ヵ所（98.7%）だった。以下
に各会議の参加状況を示す。
（１）代表者会議への参加
代表者会議へは、67ヵ所（84.8％）のセンター
が参加していた。参加している市町村数の合計
は、138 市町村だった。センターごとに参加し
ている市町村数をみると、１市町村が 30 ヵ所
と最も多く、２市町村の 18 ヵ所と合わせると
48 ヵ所（71.7％）であった（表 1）。
次に年間の代表者会議への参加回数を図１に
示した。参加が１回のセンターが 22 ヵ所、２
回が 19 ヵ所、３回が 11 ヵ所であり、１回から
3回を合計すると 52 ヵ所（77.6％）であった。
最大は 8回の 1 センターであった。1回から 8
回までの参加回数へそれぞれの参加センター数
を掛け合わせた合計は、164 回だった（図１）。
（２）実務者会議への参加
実務者会議へは、58	ヵ所（73.4％）のセンター
が参加していた。参加している市町村数は、１
市町村が 28 ヵ所と最も多く、2市町村の 15 ヵ
所を合わせると 43 ヵ所（74.1％）だった。参
加している市町村数の合計は 120 市町村だった
（表 2）。
年間の参加回数を図２に示した。参加が 1
回と 6 回のセンターが最も多くそれぞれ 7 ヵ
所だった。1 回から 6 回までのセンター数は、
28 ヵ所（48.3%）だった。全体としてばらつき
があり、回答したセンターの参加回数を合計す
表 1　代表者会議への参加市町村数
図１　代表者会議への年間参加回数
表２　実務者会議の参加市町村数
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ると 508 回以上だった。
（３）個別ケース検討会議への参加
個別ケース検討会議へは、57 ヵ所（72.2	％）
のセンターが参加していた。参加している市町
村数は、１市町村が 28 ヵ所（49.1％）と最も
多く、２市町村の 13 ヵ所と合わせると 42 ヵ所
（71.9％）であった。参加している市町村の合
計は 123 市町村だった（表３）。
年間の参加回数を図３に示した。参加回数は、
１回から 160 回までと大きなばらつきが見られ
た。年間 6回までで 27 ヵ所（47.4%）とほぼ半
数だった。月1回以上のセンターは16ヵ所だっ
た。回答したセンターの参加回数を合計すると
493 回以上だった。
（４）３つの全ての会議への参加状況
表４は、以上の参加状況をまとめたものであ
る。この中で、３つの会議の全てに参加してい
るセンターを調べた。
図４は、地域協議会の３つの会議への参加
状況を追ったものである。代表者会議へ参加
しているセンターは、67 ヵ所であったが、そ
のうち実務者会議へも参加しているのは 53 ヵ
所であった。さらに、その 53 ヵ所のうち個
別ケース検討会議へも参加しているセンター
は、40 ヵ所であった。つまり、地域協議会の
３つの会議の全てに参加しているセンターは、
40 ヵ所（50.6%）とほぼ半数であることが分かっ
た。
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図２　実務者会議への年間参加回数
図３　個別ケース検討会議への年間参加回数
表３　個別ケース検討会議の参加市町村数
表４　地域協議会への参加状況
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２．2015年調査結果
回答は 83 ヵ所からあり、回収率は 79.8% で
あった。
（１）地域協議会の登録ケース
①2014年度1年間に対応した相談ケースのう
ち、継続ケース（複数回の対応をしたケース）
を把握していたセンターは、80ヵ所だった。
更に、継続ケースのなかの地域協議会の登録
ケースを把握しているセンターは70ヵ所で
あった。
②70ヵ所のセンターの2014年度の相談実件数
の合計は、23,588件で、そのうち継続ケース
数は10,321件だった。その中で、地域協議会の
登録ケース数は943件で、これは相談実件数
の4.0%（図5）、継続ケースの9.1%だった。
③地域協議会の登録ケース 943 件をセンターご
との件数分布でみると、まず１～５ケースの
センターが 18 ヵ所と最も多く、次いで６～
10ケースが14ヵ所などであった（表５、図６）。
　　また、センターごとに、相談実件数の中で
の地域協議会の登録ケースの割合を見ると、
登録ケースが０件のセンターが 14 か所あり、
０%を超え５%以下のセンターが 31 ヵ所と
最も多かった。続いて、５%を超え 10% 以
下は９ヵ所、10%を超え 15%以下は８ヵ所、
15% を超え 20% 以下は２ヵ所、20% を超え
て 25% 以下は４ヵ所、25% をこえているセ
ンターは 2 ヵ所であった。なお、25% 以上
の 2ヵ所は 32.4% と 48.3% だった（表 6）。	
④地域協議会の登録ケースの合計 943 件の中
で、虐待ケースは 589 件（64.7%）だった。
そのうち個別ケース検討会議へ参加したの
図４　３つの会議への参加状況
参加 67 参加 58 参加 57
参加 78 53 40
5 17
不参加 1 不参加 11 不参加 20 不参加 21
14 13
6 8
代表者
会議
実務者
会議
個別
 会議
回  答
センター
地域
協議会
79
図５　相談実件数の中の地域協議会登録ケース数と割合
図６　地域協議会登録ケースのセンター別件数
表５　センター別地域協議会登録ケース
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は、352 件だった。これは地域協議会の登録
ケース（943 件）の 37.3％だった。主担当機
関となっているケース数は合計 83 件で、こ
れは地域協議会の登録ケース（943件）の8.8％
だった。
（２）市町村の担当ケース及び地域協議会への
支援の内容
市町村の担当ケースや地域協議会への、セン
ターによる支援の具体的内容を聞いた。
90%以上のセンターが、市町村に対して、ケー
スの情報提供や支援の相談協議を行っていた。
一方、市町村が行うケース支援へのサポートや
助言を行っていたのは、約半数のセンターで
あった。また、地域協議会の運営等への助言を
行っていたのは、およそ、1/3 のセンターであっ
た（表 7）。	
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Ⅵ．考察
１．地域協議会への関与について
2013 年調査によって、地域協議会の各会議
（代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議）
への児童家庭支援センターの参加状況が、はじ
めて明らかにされた。代表者会議へは約 85％
のセンターが参加しており、実務者会議や個別
ケース検討会議へも 70% 前半のセンターが参
加していることから、地域協議会への関与はか
なり行われていると思われる。しかし、図４に
示すとおり、各市町村の３つの会議のすべてに
参加しているセンターは、約半数にとどまって
いた。
また、センターが参加している地域協議会の
市町村数をみると、代表者会議、実務者会議、
個別ケース検討会議のそれぞれにおいて、参加
が１つの市町村というセンターが約半数であっ
た。これに２つの市町村への参加のセンターを
加えると、約７割にのぼった。センターの設置
数が少ないことから、関わることができる市町
村数に限界があると思われるが、この結果は予
想を下回るものであった。
地域協議会は、児童虐待を中心とした複雑で
困難なケースのすべてを対象とし、関係機関の
連携をもって要保護児童等を支援する要（かな
め）としての機能と役割を担っている。地域協
議会を構成している３つの会議は、互いに関連
しており、構造化されたものである。それ故、
３つの会議の全てに参加し、地域協議会の必須
のメンバーとして関与していくことは、児童家
庭支援センターが市町村への支援を行う上で、
欠かすことのできない活動であると考える。同
時に、地域における連携を広げるためには、ひ
とつでも多く市町村の地域協議会へ関与してい
くことが重要であろう。
表７　センターによる市町村のケース支援の内容
表６　相談実件数の中の協議会登録ケースの割合
①個別ケースへの情報提供を行う 77 92.8%
②ケース支援について相談・協議する 75 90.4%
③市町村が担当する個別ケースへの助言を行う 46 55.4%
④市町村が担当する個別ケースへの支援をサポー
トする 52 62.7%
⑤要対協の運営等に関する助言を行う 30 36.1%
その他※ 16 19.3%
※健診の支援など他の事業に基づく市町村支援
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地域協議会の 3つの会議すべてへの参加を目
指すことと、関与する市町村を増やすことの 2
点は、地域における児童家庭支援センターの存
在をかけた課題といっても過言ではないだろ
う。今後は、地域協議会へ活発に参加している
センターの実践を学び、活動の改善を図る必要
があると考える。
２．地域協議会の登録ケースへの取組みについて		
児童家庭支援センターが、地域協議会の登録
ケースをどのくらい支援しているかについて
は、2015 年調査の結果によりはじめて明らか
になった。有効回答を寄せたセンター	70 ヵ所
において、相談実件数（23,588 件）に占める地
域協議会の登録ケース数（943 件）の割合は 4.0%
と少なかった。また、相談実件数と地域協議会
の登録件数との割合を、センターごとに見る
と、その割合が 10%以下のセンターが 54 ヵ所
（77.1%）であった。
2009 年の運営要綱の改正によって、児童家
庭支援センターの相談対象は、それまでの「各
般の」相談から、「専門的知識及び技術を必要
とする」ものへと焦点化された。「児童家庭支
援センター運営ハンドブック」（2017）では、「専
門的知識及び技術を必要とする」ケースとは、
「『要保護児童』、あるいは『要支援児童』と認
識されている児童と家庭」と説明されている。
これらを踏まえれば、児童家庭支援センター
が、専門的知識及び技術を必要とするケースへ
どの程度応じているのかは、地域協議会の登録
ケースへの取組みを把握することでわかること
になる。地域協議会登録ケースが相談実件数の
４％という 2015 年調査の結果は、「専門的知識
及び技術を必要とする」ケースへの取組みが極
めて不十分であることを示している。
児童家庭支援センターは、相談活動の在り方
を見直し、複雑困難で専門的知識及び技術を必
要とするケースへ充分に対応できるようにする
ことが急務と考える。他方で、相談実件数にお
ける地域協議会の登録ケース数の割合が、30%
以上の実績を持つセンターが存在していること
から、そうした活動を調査分析し参考にしてい
くことが必要であろう。
３．児童家庭支援センターの市町村支援におけ
る専門性
市町村では、子ども家庭福祉に関して、母子
保健サービスや一般の子育て支援サービスな
ど、多岐にわたる業務が展開されている。そう
した中で不適切養育や児童虐待さらには発達障
害など、複雑なケースへの対応を求められ、市
町村は大きな困難を抱えている（才村 2013）。
こうした複雑困難な事例へのサポートこそが、
児童家庭支援センターの市町村支援の中心とな
るべきであると考える。なぜなら、児童家庭支
援センターは、児相とともに、複雑困難なケー
スを支援することと、市町村へ必要な支援を行
うことを業務としている相談機関だからであ
る。
しかし、2015 年調査では必ずしもそうなっ
ていない状況であった。児童家庭支援センター
による市町村支援の内容として、ケースの情報
交換や対応協議などは、ほとんどのセンターが
実施していた。一方、個別ケース検討会議への
参加や地域協議会におけるケース支援への助
言、さらには地域協議会の運営等への助言とな
ると、実践しているセンターの割合が少ないこ
とが明らかとなった。
藤田（2017）は、ある市における児童家庭支
援センターの実践を基に、市町村への技術的援
助の具体的内容について、表８に示す 11 項目
をあげた。これらの項目の内容は、「ソーシャ
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ルワークの視点からのスーパーバイズ」や「コ
ンサルテーションとして位置づけ」られ、児童
家庭支援センターが自ら要保護児童等への支援
を行うことによって培われてきたものである。
それを踏まえれば、児童家庭支援センターの市
町村支援における専門性とは、自らが地域協議
会登録ケース等の複雑困難なケースへ寄り添い
ながら支援を行うことで培われる相談援助力
を、市町村への技術的援助へ生かすことである
と考える。
以上述べてきた、①地域協議会の登録ケース
を相談支援活動の中心に置くこと、②地域協議
会の３つの会議全てに参加して地域のネット
ワークのメンバーとして関与すること、③市町
村が行う相談支援に対して技術的助言やサポー
トによるコンサルテーションを行うこと、これ
らの 3点は、互いに関連し合うものであり、今
後の児童家庭支援センターの中心的課題と言え
よう。
藤田美枝子　他：児童家庭支援センターの市町村支援における専門性について
Ⅶ．今後の方向性
最後に、今後の方向性に関係することとして、
児童家庭支援センターの設置数と職員数につい
て述べたい。
児童家庭支援センターの設置数は、2017 年
４月現在、118 か所である。これは、児童相
談所設置数（209 ヵ所）の約半分、また市町
村（1,718 ヵ所）の 1 割にも達していない。設
置数が少なく、これでは求められる使命を十分
に発展させることは難しく、相談機関としての
認知度も上がらないままである。少子化社会対
策大綱（2015 内閣府）では、2019 年度までに
340 ヵ所の設置を目指しており、社会福祉法人
をはじめNPO法人も含めて、広く設置を推進
することが期待される。
同時に職員数をみると、児童家庭支援セン
ターの職員定数は設置運営要綱で計４名とされ
ており、全国の職員数は 500 人程度と推測され
る。西郷（2014）は、支援機関の分析を進める
中でマンパワーに言及し、児相４千人、市町
村福祉８千人、母子保健 32 千人、入所児童福
祉施設 80 千人であることを述べている。児童
家庭支援センターが、児相と並んで市町村支援
の機関として位置づけられていることを考える
と、職員数が極めて少ないと言えるだろう。
こうした設置数と職員数の問題は、前述した
地域協議会への関与や要保護児童等への取組み
の課題と関連していると思われる。設置数を増
やすと共に標準職員数を増加させることは、設
置運営要綱にある５つの事業を発展させるうえ
で基盤的な課題であろう。
また、ここ数年、社会的養育をめぐって、子
ども家庭福祉はこれまでにない変革を迎えてい
る。2016 年５月の児童福祉法の改正は、児相、
 表８　市町村支援の具体的内容
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市町村の役割と位置づけをさらに明確にするも
のであった。その後、厚生労働省の雇用均等・
児童家庭局が実施するいくつかの検討会等にお
いてその具体化が協議され、2017 年３月末に
「市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」
をはじめとする指針や手引きが発出され、同年
８月には、「新しい社会的養育ビジョン」（新た
な社会的養育の在り方に関する検討会，2017）
が公表された。児童家庭支援センターについて
は、「児童相談所管内に人口規模に応じて１か
所以上」の設置がうたわれている。今後は、改
正法の具体化の動向に十分に留意しつつ、それ
らにふさわしい役割を児童家庭支援センターが
果たしていくことを期待する。
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